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公社等外郭団体の今後の見直しの方向性

Ⅰ 「実行計画等」に基づき見直しを進める公社等（８団体）

１ 現行の実行計画（H21.3修正）を修正する公社等（２団体）

公 社 名 見 直 し 方 向 性

(財)福島県青少年育成・男女 □ 「青少年会館の在り方」の検討結果を踏まえた「経

共生推進機構 営計画」の改訂及び実行

(社)福島県林業公社 □ 「改訂第２次改善計画」等に基づく主体的な取組

みの実行

□ 「第２次改善計画分期計画」の総括を踏まえた次

期分期計画の策定及び実行並びに今後の公社の在り

方等の検討

２ 現行の実行計画（H21.3修正）を継続する公社等（６団体）

公 社 名 見 直 し 方 向 性

福島県土地開発公社 □ 「経営方針」に基づく確実な債権回収等の実行

□ 継続事業の状況を踏まえた今後の組織体制の検討

(財)福島県観光物産交流協会 □ 「中期事業・運営計画」等に基づく主体的な取組

の実行

(財)福島県農業振興公社 □ 「第三次経営合理化計画」等に基づく主体的な取

組みの実行

(財)福島県きのこ振興センター □ 産地形成の目標年次である平成２３年度を視野に

入れた公社の在り方等の見直し

福島県道路公社 □ 償還期限後のスカイライン等三路線の管理方法に

ついて結論を得る

□ 公社運営や組織体制の在り方等についての抜本的

な検討・見直し

(財)福島県下水道公社 □ 民間一括委託方式の段階的導入を踏まえた公社の

在り方等の抜本的な検討・見直し
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Ⅱ 主体的・自立的な見直しを進める公社等（１０団体）

公 社 名 見 直 し 方 向 性

(財)ふくしま自治研修センター □ 研修部門の更なる充実と調査研究支援部門の定着

に向けた主体的な取組の実行

(財)福島県文化振興事業団 □ 「経営計画」に基づく主体的な取組みの実行

(財)ふくしま海洋科学館 □ 「新・中期経営計画」に基づく主体的な取組みの

実行

(財)福島県国際交流協会 □ 「運営基本計画」に基づく主体的な取組みの実行

(社福)福島県社会福祉事業団 □ 「事業実施計画」に基づく自立的な改革の継続

(財)福島県産業振興センター □ 「中期経営計画」に基づく主体的な取組みの実行

(財)福島県栽培漁業協会 □ 「経営計画」に基づく主体的な取組みの実行

(財)ふくしまフォレスト・エコ □ 「中長期計画」に基づく自立的な改革の実行

・ライフ財団

(財)ふくしま市町村建設支援 □ 「再生計画」（アクションプログラム）の着実な

機構 実行

(財)福島県都市公園・緑化協会 □ 「中期経営計画」に基づく主体的な取組みの実行
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団 体 名 福 島 県 土 地 開 発 公 社 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標１】

「福島県土地開発公社経営方針」（平成２０年３月改正）に基づいて、適正な債権管理を着実に実行する。

【目標２】

継続事業の状況や関係機関の動向を踏まえ、今後の組織体制を検討する。

【公社の今後の在り方骨子】（平成１７年３月２５日公社等外郭団体見直し部会決定）

新規事業に着手せず、継続事業及び債権管理のみを行い、業務量に見合った組織・人員体制へ合理化を進

めていく。

改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－「福島県土地開発公社経営方針」に基づく着実な取組み

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 適正な債権管理 公社は、「経営方針」に基づき、引き続 １８年度 公社

き着実な債権回収を図る。 ～

県は、関係部局等との調整を図るなど、 １８年度 県

債権回収の進行管理を行う。 ～

【目標２についての具体的な工程表】－継続事業の状況を踏まえた今後の組織体制の検討

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

① 事業の進捗状況 平成２５年度までの事業終了に向け、そ ２１年度 県、公社

を踏まえた取り組 の課題等について、関係機関と調整しなが ～ 等

み ら対応し、着実な事業進捗を図る。

【主な課題】

◆あっせん等事業 常磐自動車道用

土地収用手続も含めた用地取得困難案 地取得事業

件への対応

◆土地取得造成等事業 いわき四倉中核

・分譲地の早期販売 工業団地整備事

・銀行借入金の計画的な償還 業

・事業の精算方法の検討

② 今後の組織体制 債権管理の状況及び上記①の取り組みを ２１年度 県、公社

の検討 踏まえ、業務量に応じた適切な組織体制に ～

ついて、他団体との統合等も含め引き続き

検討する。

進 行 管 理 体 制

◇ 企画調整部土地・水調整課を中心に、関係部局等との調整を行いながら進行管理を行う。

◇ 運営状況など全般的な事項については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、

必要に応じて助言等を行う。
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団 体 名 財団法人福島県青少年育成・男女共生推進機構 修 正

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標１】

「青少年会館のあり方検討委員会」における検討結果を踏まえ、平成２０年３月に策定した経営計画を改訂

する。

【目標２】

経営計画に基づく取組みの着実な実行並びに定期的な経営計画の評価及び検証を行う。

改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－「青少年会館のあり方」を踏まえた経営計画の改訂

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 経営計画の改訂 「青少年会館のあり方」の検討結果を踏ま ２２年度 公社

えた経営計画の改訂を行う。 (２２年5月)
【改訂内容】

○ 成果目標の見直し

・青少年利用と一般利用各々の目標値

の設定

・施設利用率の目標値設定

・利用者満足度の目標値設定 など

○ 安定した経営基盤の確立

・人件費の抑制措置

・委託業務全ての見直しと経費節減

・施設利用促進等の収入増加策 など

○ 青少年活動の拠点としての役割にふ

さわしい事業の取組み

【目標２についての具体的な工程表】－経営計画の着実な実行

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 経営計画の着実 ア 改訂した経営計画に基づく取組みを着 ２２年度 公社

な実行 実に実行する。 ～ 県等

（出資者）

イ 公社と県等（出資者）から構成される ２０年度

「経営計画評価委員会」等において、定 ～

期的に経営計画の評価及び検証を行う。

進 行 管 理 体 制

◇ 公社と県等（出資者）による「経営計画評価委員会」等において、定期的に経営計画の評価及び検証を行う。

◇ 運営状況など全般的な事項については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、

必要に応じて助言等を行う。
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団 体 名 財団法人福島県観光物産交流協会 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

中期事業・運営計画の目標値の実現に向けた取組み

【目標１】

インバウンドの強化を含めた県外からの観光誘客を促進するとともに、首都圏等における県産品の販路拡

大に取り組む。

【目標２】

各部門相互の連携を強化すること等により、各営業施設等における収益の拡大を図る。

【目標３】

人件費や業務費の削減を図るとともに、柔軟な組織運営を図るなどにより経営基盤の強化を図る。

改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－戦略的な観光誘客・県産品振興

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

①県外からの観光誘 ○ 学校訪問キャラバン、旅行エージェン ２１年度 協会

客の促進 ト招聘等を行い、首都圏、九州、北海道

～

等からの教育旅行の更なる誘致を図る。 ２５

○ インバウンド強化のため、海外から旅

行エージェントやマスコミ招聘等を行

い、特に韓国、中国、台湾等の東アジア

からの誘客促進を図る。

○ 浜・中・会津の地域特性を踏まえた各

方部・季節ごとの観光キャンペーンを行

い、首都圏等からの観光誘客の促進を図

る。

○ 福島空港就航先（北海道、大阪）につ

いては、旅行エージェント招聘や情報発

信等を実施し、観光誘客の促進を図る。

○ 優れた県産品を観光資源として積極的

に活用する。

○ 現地におけるオプショナルツアーに対

するニーズが高まっていることから、旅

行商品造成・販売の前提となる「旅行業」

取得のための研修会を実施するなど、県

内観光協会等にその取得を促し、県内観

光関係団体の観光ニーズへの対応能力を

強化する。

②首都圏等における ○ 首都圏スーパー、百貨店及び高級料理 ２１年度 協会

販路の拡大及び今 店等をターゲットとした積極的な県産品

～

後の物産展のあり の販路拡大・販売促進を図る。 ２２

方検討
○ 首都圏の流通関係者や各関係専門家の
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アドバイス等を踏まえ、生産者に各種補

助制度の活用を促し、商品改善等を行う

ことにより、商品力の強化を図り、更な

る販売促進に努める。

○ 現行物産展開催場所の維持確保と新た ２１年度 協会

な物産展の開催に努めるとともに、今後

～

の物産展のあり方について検討を行う。

【目標２についての具体的な工程表】－観光施設等の効率的運営

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

①営業施設間の連携 観光物産館と浄土平レストハウスにおけ ２１年度 協会

る仕入価格の見直しや各種企画催事の連携

～

調整など観光三団体統合のメリットを発揮

することにより、集客の増加と着実な収益

の拡大を図る。

②営業施設と観光 浄土平レストハウス及び天鏡閣の観光施 ２１年度 協会

（部）との連携 設については、観光部との連携によりエー

～

ジェント等への働きかけ等を行い、更なる

誘客促進を図る。

【目標３についての具体的な工程表】－経営基盤の強化

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

①人件費・業務費の 業務量を踏まえた適切な人員配置に努め ２１年度 協会

削減 るとともに、業務内容の徹底した見直し・

～

精査を行い経費の削減に努める。

②柔軟な組織運営 ○ 教育旅行や国際観光など専門性の高い ２１年度 協会

事業分野について、協会内に委員会を設

～

置し、民間事業者等の意見を踏まえなが

ら、戦略性のある効果的な事業執行に努

める。

○ 会員制度を活用して、県全域からの要

望や情報収集を行い、事業内容に反映さ

せるとともに、会員数の増加に努め、協

会運営の一助とする。

進 行 管 理 体 制

◇ 協会自らが主体的に進行管理する中で評価、見直しを実施する。

・協会業務連携会議（常勤役員・各部長で構成）において、随時進行管理を行う。

・正副理事長会議、常務理事会（年３回以上開催）において、業務報告を行う。

◇ 県は、協会の運営状況を随時確認するなど必要な助言等を行う。



- 7 -

団 体 名 財団法人福島県農業振興公社 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標１】

第三次経営合理化計画（平成１８年度末策定予定）に基づき、次の各事項に取組み、累積欠損金

（１８年度末で約４８１百万円（見込み））を平成２３年度末までに約３５１百万円（▲１３０百万円）

に縮減する。

① より一層の経費節減を図る。

② 農地保有合理化事業等手数料の増収を図る。

【目標２】

開発関連長期保有地や一般長期保有地の早期処分に向けた具体的な措置を講ずる。

※ ①開発関連長期保有地・・市町村からの申出書等に基づいて買い入れた未墾地又は造成して農地とした土地で長

期間保有しているもので、借入金があるもの。（郡山市郡山東部地区 26.9ha、会津若松市

大戸地区 9.8ha、相馬市磯部地区 4.0ha、同柚木地区 7.6ha、計 48.3ha（17年度末現在））

②一般長期保有地・・・・規模拡大農家に売り渡す目的で買い入れた農地で長期間保有しているもので、借入金

があるもの。（所在地：6市町村、計約 17.2ha（17年度末現在））

改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－第三次経営合理化計画に基づく取組み

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

① 経費の節減 ア 役職員年間給与を年間約５百万円ずつ、 19 ～ 23 公社

５年間削減する。 年度

イ 定年退職者の補充は、嘱託職員を雇用

して賄う。

ウ 第二次経営合理化計画の内容を継続し、

事務補助員雇用月数を平成 13 年度の約２
分の１に削減し、雇用経費を年間約 2,200
千円節減する。

エ 第二次経営合理化計画の内容を継続し、

県内日帰り出張の場合の日当支給は行わ

ないこととし、旅費を年間 1,300千円節減
する。

② 収入の確保 ア 第二次経営合理化計画の内容を継続し、 19 ～ 23 公社

農作業受委託手数料及び農地賃貸借手数 年度

料により、年間約 6,900千円の手数料増収
を図る。

④ 県の助成措置 公社が県行政の補完的業務にのみ取り組 1 9 年 度 県

むこと及び経営合理化を進めていくことを ～

踏まえ、所要の助成措置を講じる。

⑤ 累積欠損金の 以上の取組みにより平成 18 年度末約 481 19 ～ 23 公社

縮減 百万円の累積欠損金を平成 23 年度末には約 年度
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351百万円まで縮減する。

【目標２についての具体的な工程表】－長期保有地の処分

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

① 開発関連長期保 ア 関係機関（県、関係市）と協議し、公 19 ～ 23 公社、県

有地の処分策 用、公共用等、他用途利用も視野に入れ 年度 等

た具体的有効利用方策を検討のうえ早期

処分に努める。

イ 売渡価格は、公社の規定に沿った価格

を基本とするが、近年の地価動向や近傍

価格等も勘案し、柔軟な対応も検討する。

ウ 売渡に当たっては、差損対策や支援対

策等について関係機関とも協議しながら

処分に努める。

② 一般長期保有地 ア 市町村農業委員会等と協議しながら、 19 ～ 23 公社

の処分策 売渡先の掘り起こしを行い、早期処分に 年度

努める。

イ 売渡価格は、公社の規定に沿った価格

を基本とするが、近年の農地価格動向や

近傍価格等も勘案し、柔軟な対応も検討

する。

ウ 農地価格の下落等に備えるための売買

事業損失引当金の積み増しを行う。

進 行 管 理 体 制

◇ 農業振興公社の第三次経営合理化計画（平成 18 年度策定）については、計画策定に関係した農林総務課、農
業振興課、農業担い手課及び農業振興公社において進行管理を行う。

公 第三次経営 企画会議(課長以上で 収支予算、収支決算 収支予算、収支決算

合理化計画 構成、毎週開催)にお 案等作成、事前協議 等を理事会で決定

社 策定 いて進行状況点検

第三次経営 第三次経営合理化計

県 合理化計画 画の進行管理状況を

案承認 確認のうえ承認

関係課（農林総務課、農業振興課、農業担い手課）

◇ 運営状況については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、必要に応じて助言等

を行う。
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団 体 名 社団法人福島県林業公社 修 正

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標１】

公社造林の公益的・多面的機能の高度・持続的発揮、造林木の材価安定・向上のため、森林施業

について次のとおり見直す。

区 分 管理育成 契約期間 伐採方法 返還方法 分収方法

現 行 生産林特化 ６０年 皆 伐 裸 地 換 金

見直し方向 針広混交林 ８０年 択 伐 未伐木は返還 換金及び材積

【目標２】

第２次改善計画（平成１３年６月策定）期間末の平成８０年度時点で、材価等が現状で推移し

た場合、約３７２億円の損失が見込まれることから、公社自らの改善策、県の支援による改善策、

及び土地所有者の協力による改善策を実施することにより経営改善を図る。

『経営改革による長期収支改善策の概要』

区 分 取 組 内 容 改善効果（億円）

公社自らの改善策 管理費等節減、及び木材販売対策強化 ３０

県の支援による改善策 公庫借入金の繰上償還に伴う無利子貸付の実施 １３８

公庫新規借入中止

土地所有者の協力によ 現行分収契約（割合）を［公社８０：土地所有者２０］に変更 １０６

る改善策 （ただし、市町村有地は［公社９０：市町村１０］に変更）

『公社の主たる事業である「分収造林事業」の概要』

公社による分収造林は、山村地域の資源の有効利用を図るため、「資金がない」「労力がない」といった事情で自営

造林ができない森林に対して、公社が造林者、費用負担者となり、土地所有者と分収造林契約を結び、造林から伐採

に至るまでの一切の作業を公社が行う仕組みである。

現在の分収契約期間は６０年で、伐採後の売却収入から必要経費（伐採経費、搬出経費）を控除した金額を公社

６０％、土地所有者４０％の割合（分収割合）で分配する契約となっている。

しかし、現在の分収割合を決定した当時は、木材価格の上昇が続き、林業作業員賃金単価も低い状況であったが、

現在、木材価格は決定時の１／３以下（ピーク時の１／５以下）、林業作業員賃金単価は昭和４８年の約７倍となっ

ており、木材販売収入に多くを依存した経営は行き詰まることが想定される。

また、公社が経営する森林は、そのほとんどが保育・間伐等が必要な状況にあり、当分の間は収入が期待できず、

経営面で厳しい状況にある。（林業は、資本の投資から回収まで極めて長期間を必要とする特質がある。）

【目標３】

林業公社が新公益法人制度に移行する場合、平成２５年１１月までに移行申請をしなければならない。

しかし、新公益法人へ移行するには財務の健全性等課題が多いことから、国や他県等の状況を注視しな

がら、公社の在り方について、早急に抜本的な検討を行う。
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改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－森林施業の見直し

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 森林施業の見直 下記事項について見直しを行い、分収割 １８年度 公社

し 合の見直しと併せ土地所有者の理解を得た ～

上で変更契約を締結する。

ア 管理育成手法の見直し

・ 「生産林特化」から「針広混交林」

への転換

これまで管理・育成してきた造林木

の択伐施業の導入に併せ、針広混交林

化を図ることにより、森林の公益的機

能の高度発揮と管理コストの節減を図

る。

イ 契約期間の見直し

・ 現行６０年から８０年への変更

長伐期施業の導入により森林の公益

的機能の高度発揮と、材価の安定、労

働力の軽減を図る。

ウ 伐採及び返還方法（分収方法）の見直

し

・ 現行「皆伐（換金分収）」から「択

伐（換金及び材積分収）」への変更

大面積皆伐を避けることにより林地

保全を図るとともに、残存木について

は立木の状態で返還することにより、

土地所有者の再造林の負担の解消を図

る。

【目標２についての具体的な工程表】－抜本的な収支改善策の取組み

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

① 公社管理費等の ア 管理費等の節減 １８年度 公社

節減等（公社自ら ・ 常勤役員の退職金を廃止する。 ～

の改善策） ・ 森林管理業務の委託等による業務・ ８０年度

組織の見直しを行う。

・ 森林の状況に適合した森林施業を実

施するとともに、作業期間の一致する

作業を合併発注し、諸経費の節減を図

る。

・ 可能な地域においては、異なる事業

種を年度内において一括発注し、経費

節減と発注作業の軽減化を図る。

（◎収支改善効果 １８億円）

イ 立木販売等の増収対策 １８年度 公社

・ 市場、山元での立木販売以外に、直 ～

接、素材利用者（土木業者等）への保 ８０年度

育間伐材販売に取り組む。
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・ 木材市場の動向を的確に把握すると

ともに、中期的な間伐材販売計画を策

定し、安定した収入の確保に努める。

・ 主伐期の有利販売方法について早期

から検討を開始し、必要な業務システ

ム及び販売体制の構築に努める。

・ インターネット等を活用し積極的に

木材販売に関する情報の提供を行う。

（◎収支改善効果 １２億円）

ウ 無利子資金の活用

・ 無利子の森林整備活性化資金の融資 １８年度 公社

枠等の拡充を要請しながら積極的な活 ～

用を図る。

エ 借入金利子負担の軽減化

・ 日本政策金融公庫の既往の借入金に １８年度 公社

ついて、低利な借換制度を活用し、利 ～

子負担の軽減を図る。

② 繰上償還等の実 ア 利率３．５％超借入金の繰上償還の実 １８年度 公社・県

施（県の支援によ 施

る改善策） ・ 現在、日本政策金融公庫より制度上

認められている利率３．５％を超える

借入金の繰上償還を実施する。

（◎収支改善効果 ３１億円）

イ 利率３．５％以下借入金の繰上償還の ２３年度 公社・県

実施 以降

・ 第２次経営改善計画の取組状況、分

収契約変更等の状況を見極めながら、

平成２３年度以降に日本政策金融公庫

借入金の全額繰上償還の実施を検討す

る。

（◎収支改善効果 ９５億円）

ウ 日本政策金融公庫資金の新規借入中止 ２３年度 公社・県

・ 全額繰上償還後の新規公庫借入を中 以降

止することにより、借入利息の発生を

防止する。

（◎収支改善効果 １２億円）

③ 造林分収契約の ・ 今後も造林木を適正に管理し、森林の １８年度 公社 18～22年度:

見直し（土地所有 公益的機能の持続的発揮を図るため、分 ～ 市町村

者の協力による改 収契約の見直しについて土地所有者の理 ２３年度 18～23年度:

善策） 解を得た上で、変更契約の締結を推進す その他の土地所

る。 有者

なお、契約時から多年経過しているた

め、一旦全ての権利関係調査を行う。 契約件数

［分収割合 公社80：土地所有者20］ 約３千件

ただし市町村有地は 契約者数

［分収割合 公社90：市町村10］ 約９千人

（◎収支改善効果 １０６億円）
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④ 次期分期計画の ア 「［改訂］第２次改善計画分期計画」の ２１年度 県・公社

策定及び実行 総括

【主な事項】

・ 経営改善重点事項の検証

・ 分収割合見直しの課題と今後の取組み

イ 「［改訂］第２次改善計画次期分期計画」 ２２年度 公社

の策定及び実行 ～

・ 「［改訂］第２次改善計画分期計画」 ２５年度

の総括を踏まえた平成 22 年度からの次
期分期計画を策定し、その実行を図る。

【目標３についての具体的な工程表】－抜本的な収支改善策の取組み

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 今後の公社の在 平成 25 年 11 月までに公益社団法人への ２２年度 県・公社

り方等の検討 移行申請をするには、財務の健全性等課題 ～

が多いことから、公社の在り方について、 ２３年度

早急に抜本的な検討を行う。

【主な事項】

・ 長期的収支の再検証

・ 国の支援策及び他県の改革事例の情

報収集

・ 組織運営体制の在り方の検討

進 行 管 理 体 制

◇ 公社の進行管理委員会において、［改定］第２次改善計画・同分期計画に基づく改善内容及び分収契約変更を

含めた 業務内容の進行管理を行う。

◇ ［改定］第２次改善計画を含めた分期計画の実施状況については、毎年ホームページ等により公表する。

〈進行管理の流れ図〉

林業公社

改善計画の分野別執行責任者 進行管理委員会 理事会 進行管理委員会 理事会
の配置と工程表の作成 分期計画の策定 決 定 分期計画の管理 報 告

公 表
県

分期計画の検討 分期計画管理に関
調整・指導 する調整・指導

※ 進行管理委員会は公社副理事長、専務理事、市町村理事及び森林整備課長を構成員とする。

◇ 県は、運営状況について毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、必要に応じて助言等を

行う。
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団 体 名 財団法人福島県きのこ振興センター 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標】

県は、産地形成に向けて「産地化促進実施計画」等を策定し、計画的な実行と技術移転を推進する

とともに、計画の進捗を踏まえ団体の育成、業務移管に取組み、平成２３年度までに公社の在り方等

の見直しを行う。

改 革 工 程 表

【目標についての具体的な工程表】－ 産地化促進実施計画等の推進と公社の在り方等の見直し

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

① 産地化促進実 県オリジナル品種による産地化の促進 １９年度 県、公社

施計画の策定に に向けた具体的な「産地化促進実施計画」 ～

よる計画的な産 を策定し、産地形成を計画的に推進する。 ２３年度

地形成の推進

１ 実施計画の策定時期 19年 6月

２ 実施計画検討の方法 【検討会議】

産地化促進検討会議を設置して検討 （構成員）

する。 県、関係団体

（計画検討時期）

３ 実施計画の主な内容 平成 19年 4月

ア 産地化の予定地区の現況課題等 ～平成 19年 6月

・生産者、生産施設の現状、栽培環

境状況等

イ 産地化促進の実施計画等

・品種の選定、担い手の確保、技術

指導の実施、生産施設計画等

・振興対策事業の実施

ウ 消費拡大及び販売戦略の検討

② 技術移転の推 農林事務所主体の指導体制を確立する １９年度 県、公社

進 ため、技術移転等に関する年度別の研修 ～

等計画を策定し、公社がこれまで培って ２３年度

きた技術について農林事務所等への移転

を計画的に推進する。

１ 技術移転の方法等

ア 栽培技術指導マニュアルの作成

イ 技術講習会、現地研修会の開催
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③ 団体の育成、 産地化促進実施計画の進捗状況を踏まえ、 ２１年度 県、公社

業務移管の取組 生産者の組織化とネットワーク化による組 ～

み 織の強化を進め、種菌の増殖・供給ができ ２３年度

る団体の育成、公社業務の移管に取り組む。

④ 公社の在り方 上記①～③を着実に実行し、公社の在り ２３年度 県

等の見直し 方等の見直しを行う。 まで

進 行 管 理 体 制

◇ 農林水産部において関係部局との調整を適宜行いながら進行管理を行う。

◇ 運営状況については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、必要に応じて助言等

を行う。
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団 体 名 福 島 県 道 路 公 社 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標１】

スカイライン等観光有料道路について、本県の重要な観光資源であること、山岳地帯の厳しい自然条件

等により高額な維持管理費を要すること等を踏まえ、償還期限後の管理方法について検討し、その結論を

得る。

【目標２】

公社の目的、果たす役割、経営状況等を踏まえ、公社運営や組織体制の在り方等についての抜本的な検討・

見直しを行う。

改 革 工 程 表

【目標１についての具体的な工程表】－償還期限後のスカイライン等三路線の管理方法について結論を得る

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 償還期限後のス 平成２５年に償還期限を迎える三路線に 21年度 公社・県

カイライン等三路 ついて、その後の管理方法に関する課題を整 ～

線の管理方法につ 理し、今後の方向性及び進め方について合 24年度
いて結論を得る 意形成に努める。

【検討内容】

・償還期限の延長、維持管理有料制度等に

関する課題の整理検討

【目標２についての具体的な工程表】－公社運営や組織体制の在り方等についての抜本的な検討・見直し

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備 考

○ 公社運営や組織 第２期中期経営計画（平成21～23年度）に

体制のあり方等に 基づき、効率的な運営と経営改善を図り、公

ついての抜本的な 社運営や組織体制について検討・見直しを進

検討・見直し める。

【検討・見直し内容】

・設計積算業務等公社への委託事業の在り 21 年 度 県

方についての検討・見直し ～

・公社の事業内容、規模及び組織運営体制 21 年 度 公社・県

の検討・見直し ～

進 行 管 理 体 制

◇ 土木部と道路公社が調整を図りながら検討を進めるとともに、進行管理を行う。

◇ 運営状況については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、必要に応じて助

言等を行う。
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団 体 名 財団法人福島県下水道公社 継 続

見直しの方向性を踏まえた改革目標

【目標】

県は、流域下水道の維持管理業務について、民間活力の活用及び経費削減を図る観点から、当該

業務の全般的な見直しを行い、段階的に民間一括委託方式に移行することを決定した。

今後、公社の役割分担を明確にしつつ組織体制の見直しを行いながら、さらなる下水道の普及・

啓発と市町村支援業務の強化を図っていく。

改 革 工 程 表

【目標についての具体的な工程表】－ 民間一括委託方式への段階的移行を踏まえた、公社の組織体制の

見直しと新規事業の検討

実施項目 具体的措置 実行年度 実行主体 備考

① 今後の管理方式 平成 20年度から二本松処理区の維持管理を民間 19年度～ 県

の検証 一括委託方式で行うことになり、業務状況を検証

及び制度改善しながら、他の３処理区へも段階的

に民間一括委託方式を導入していく。

【検証の方法】

平成 20年度に学識経験者と流域下水道関係市町 20年度～
村の代表を構成員にした「民間一括制度評価委員

会（仮称）」を設置し、制度を評価する。

② 検証内容等を踏 今後は 公社

まえた検討 ・民間一括委託方式において公社の業務となる「委 20年度～
託の履行確認（受託者の監視、評価等）」及び｢県

支援業務（委託設計作成補助等）」に取り組むと

ともに、民間一括委託方式の今後の評価等を踏

まえた組織体制等を検討していく。

・設計積算等の受託事業について、市町村のニー 17年度～
ズを把握し、支援の充実に努める。

・下水道事業の一層の普及向上を図るため、市町 19年度～
村職員を対象とした研修事業や地域住民への下

水道 PR 事業をこれまでの評価を踏まえて充実
を図る。

・公益法人制度改革三法が平成 20 年 12 月に施行 20年度～
されるため、今後、当公社においても、設立趣

旨を踏まえ、在り方について検討していく。
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③ 組織体制の見 二本松処理区においては、平成 20年度から４年 20年度～ 県・公社

直しと新規事業 契約で民間一括委託方式の維持管理を行うことに

の検討 なり、公社はその履行確認業務と流域下水道建設

事務所の業務補完を行う体制となる。

他の３処理区についても平成 24度までに民間一
括委託方式に移行する計画であり、委託業務及び

新規事業の内容に合わせた組織体制としていく。

進 行 管 理 体 制

◇ ①については、土木部において進行管理を行う。

②については、公社において進行管理を行う。

③については、公社が県と調整を図りながら検討を進めるとともに、進行管理を行う。

総括責任者：常務理事（総務） 副総括責任者：常務理事（業務）

◇ 公社の運営状況については、県が毎年度１回調査を行うとともに、点検評価を定期的に実施し、必要に応

じて助言等を行う。

〈参考〉

県北処理区
32,594m3/日
（31.8％）

県中処理区
66,951 m3/日
（６５．３％）

二本松処理区
2,499 m3/日(2.4%)

田村処理区
437 m3/日(0.4%)

２０ ２１ ２２ ２３

年 度

二本松処理区（小規模）

制度の中間評価
（発注手法の改善）

制度の最終評価
（発注手法の確定）

民間一括委託の段階的移行

２４～全処理区で導入

県中処理区（大規模）

田村処理区

県北処理区


